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正
誤
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（
平
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二
九
年
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月
一
七
日
）

登
記
六
法
本
冊
及
び
別
冊
Ⅰ
に
お
い
て
、
条
文
・
先
例
の
記
載
に
関
す
る
誤
り
が
ご
ざ
い
ま
し
た
。

ご
使
用
に
際
し
ご
不
便
を
お
か
け
い
た
し
ま
す
こ
と
を
お
詫
び
し
、
謹
ん
で
訂
正
い
た
し
ま
す
。

以
下
の
ア
ミ
カ
ケ
部
分
が
訂
正
箇
所
と
な
り
ま
す
。



　
2
2
2
　
民
法
（
三
九
八
条
の
九
―
三
九
八
条
の
一
六
）

　
続
開
始
の
時
に
確
定
し
た
も
の
と
み
な
す
。

❖
【
元
本
の
確
定
】
法
三
九
八
の
三
参
照
条
文
、【
相
続
の
開
始
】
法

八
八
二
、【
合
意
の
登
記
】
不
登
九
二
、【
元
本
確
定
の
効
果
】
法
三

九
八
の
三
①

（
根
抵
当
権
者
又
は
債
務
者
の
合
併
）

第
三
九
八
条
の
九
　
元
本
の
確
定
前
に
根
抵
当
権
者
に
つ
い
て
合

併
が
あ
っ
た
と
き
は
、
根
抵
当
権
は
、
合
併
の
時
に
存
す
る
債

権
の
ほ
か
、
合
併
後
存
続
す
る
法
人
又
は
合
併
に
よ
っ
て
設
立

さ
れ
た
法
人
が
合
併
後
に
取
得
す
る
債
権
を
担
保
す
る
。

②
　
元
本
の
確
定
前
に
そ
の
債
務
者
に
つ
い
て
合
併
が
あ
っ
た
と

き
は
、
根
抵
当
権
は
、
合
併
の
時
に
存
す
る
債
務
の
ほ
か
、
合

併
後
存
続
す
る
法
人
又
は
合
併
に
よ
っ
て
設
立
さ
れ
た
法
人
が

合
併
後
に
負
担
す
る
債
務
を
担
保
す
る
。

③
　
前
二
項
の
場
合
に
は
、
根
抵
当
権
設
定
者
は
、
担
保
す
べ
き

元
本
の
確
定
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
前
項
の

場
合
に
お
い
て
、
そ
の
債
務
者
が
根
抵
当
権
設
定
者
で
あ
る
と

き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

④
　
前
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
が
あ
っ
た
と
き
は
、
担
保
す
べ
き

元
本
は
、
合
併
の
時
に
確
定
し
た
も
の
と
み
な
す
。

⑤
　
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
は
、
根
抵
当
権
設
定
者
が
合
併

の
あ
っ
た
こ
と
を
知
っ
た
日
か
ら
二
週
間
を
経
過
し
た
と
き
は
、

す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
合
併
の
日
か
ら
一
箇
月
を
経
過
し
た

と
き
も
、
同
様
と
す
る
。

❖
【
元
本
の
確
定
】
法
三
九
八
の
三
、【
合
併
】
会
社
七
四
八
～
七
五

六
、【
合
併
の
時
】
会
社
七
五
〇
・
七
五
二
・
七
五
四
・
七
五
六
、

【
元
本
確
定
の
効
果
】
法
三
九
八
の
三
①

（
根
抵
当
権
者
又
は
債
務
者
の
会
社
分
割
）

第
三
九
八
条
の
一
〇
　
元
本
の
確
定
前
に
根
抵
当
権
者
を
分
割
を

す
る
会
社
と
す
る
分
割
が
あ
っ
た
と
き
は
、
根
抵
当
権
は
、
分

割
の
時
に
存
す
る
債
権
の
ほ
か
、
分
割
を
し
た
会
社
及
び
分
割

に
よ
り
設
立
さ
れ
た
会
社
又
は
当
該
分
割
を
し
た
会
社
が
そ
の

事
業
に
関
し
て
有
す
る
権
利
義
務
の
全
部
又
は
一
部
を
当
該
会

社
か
ら
承
継
し
た
会
社
が
分
割
後
に
取
得
す
る
債
権
を
担
保
す

る
。

②
　
元
本
の
確
定
前
に
そ
の
債
務
者
を
分
割
を
す
る
会
社
と
す
る

分
割
が
あ
っ
た
と
き
は
、
根
抵
当
権
は
、
分
割
の
時
に
存
す
る

債
務
の
ほ
か
、
分
割
を
し
た
会
社
及
び
分
割
に
よ
り
設
立
さ
れ

た
会
社
又
は
当
該
分
割
を
し
た
会
社
が
そ
の
事
業
に
関
し
て
有

す
る
権
利
義
務
の
全
部
又
は
一
部
を
当
該
会
社
か
ら
承
継
し
た

会
社
が
分
割
後
に
負
担
す
る
債
務
を
担
保
す
る
。

③
　
前
条
第
三
項
か
ら
第
五
項
ま
で
の
規
定
は
、
前
二
項
の
場
合

に
つ
い
て
準
用
す
る
。

❖
【
元
本
の
確
定
】
法
三
九
八
の
三
、【
会
社
分
割
】
会
社
七
五
七
～

七
六
六

（
根
抵
当
権
の
処
分
）

第
三
九
八
条
の
一
一
　
元
本
の
確
定
前
に
お
い
て
は
、
根
抵
当
権

者
は
、
第
三
百
七
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
根
抵
当
権
の

処
分
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
た
だ
し
、
そ
の
根
抵
当
権
を

他
の
債
権
の
担
保
と
す
る
こ
と
を
妨
げ
な
い
。

②
　
第
三
百
七
十
七
条
第
二
項
の
規
定
は
、
前
項
た
だ
し
書
の
場

合
に
お
い
て
元
本
の
確
定
前
に
し
た
弁
済
に
つ
い
て
は
、
適
用

し
な
い
。

❖
【
元
本
の
確
定
】
法
三
九
八
の
三
、【
転
根
抵
当
権
の
登
記
】
不
登

八
八
②

（
根
抵
当
権
の
譲
渡
）

第
三
九
八
条
の
一
二
　
元
本
の
確
定
前
に
お
い
て
は
、
根
抵
当
権

者
は
、
根
抵
当
権
設
定
者
の
承
諾
を
得
て
、
そ
の
根
抵
当
権
を

譲
り
渡
す
こ
と
が
で
き
る
。

②
　
根
抵
当
権
者
は
、
そ
の
根
抵
当
権
を
二
個
の
根
抵
当
権
に
分

割
し
て
、
そ
の
一
方
を
前
項
の
規
定
に
よ
り
譲
り
渡
す
こ
と
が

で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
根
抵
当
権
を
目
的
と
す

る
権
利
は
、
譲
り
渡
し
た
根
抵
当
権
に
つ
い
て
消
滅
す
る
。

③
　
前
項
の
規
定
に
よ
る
譲
渡
を
す
る
に
は
、
そ
の
根
抵
当
権
を

目
的
と
す
る
権
利
を
有
す
る
者
の
承
諾
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。❖

1
【
元
本
の
確
定
】
法
三
九
八
の
三

（
根
抵
当
権
の
一
部
譲
渡
）

第
三
九
八
条
の
一
三
　
元
本
の
確
定
前
に
お
い
て
は
、
根
抵
当
権

者
は
、
根
抵
当
権
設
定
者
の
承
諾
を
得
て
、
そ
の
根
抵
当
権
の

一
部
譲
渡
（
譲
渡
人
が
譲
受
人
と
根
抵
当
権
を
共
有
す
る
た
め
、

こ
れ
を
分
割
し
な
い
で
譲
り
渡
す
こ
と
を
い
う
。
以
下
こ
の
節

に
お
い
て
同
じ
。）
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

❖
【
元
本
の
確
定
】
法
三
九
八
の
三
参
照
条
文
、【
一
部
譲
渡
の
効

果
】
法
三
九
八
の
一
三

（
根
抵
当
権
の
共
有
）

第
三
九
八
条
の
一
四
　
根
抵
当
権
の
共
有
者
は
、
そ
れ
ぞ
れ
そ
の

債
権
額
の
割
合
に
応
じ
て
弁
済
を
受
け
る
。
た
だ
し
、
元
本
の

確
定
前
に
、
こ
れ
と
異
な
る
割
合
を
定
め
、
又
は
あ
る
者
が
他

の
者
に
先
立
っ
て
弁
済
を
受
け
る
べ
き
こ
と
を
定
め
た
と
き
は
、

そ
の
定
め
に
従
う
。

②
　
根
抵
当
権
の
共
有
者
は
、
他
の
共
有
者
の
同
意
を
得
て
、
第

三
百
九
十
八
条
の
十
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
権
利
を
譲

り
渡
す
こ
と
が
で
き
る
。

❖
【
準
共
有
】
法
二
六
四

1
【
但
書
の
定
め
の
登
記
】
不
登
八
九
②

（
抵
当
権
の
順
位
の
譲
渡
又
は
放
棄
と
根
抵
当
権
の
譲
渡
又
は

一
部
譲
渡
）

第
三
九
八
条
の
一
五
　
抵
当
権
の
順
位
の
譲
渡
又
は
放
棄
を
受
け

た
根
抵
当
権
者
が
、
そ
の
根
抵
当
権
の
譲
渡
又
は
一
部
譲
渡
を

し
た
と
き
は
、
譲
受
人
は
、
そ
の
順
位
の
譲
渡
又
は
放
棄
の
利

益
を
受
け
る
。

（
共
同
根
抵
当
）

第
三
九
八
条
の
一
六
　
第
三
百
九
十
二
条
及
び
第
三
百
九
十
三
条

の
規
定
は
、
根
抵
当
権
に
つ
い
て
は
、
そ
の
設
定
と
同
時
に
同

一
の
債
権
の
担
保
と
し
て
数
個
の
不
動
産
に
つ
き
根
抵
当
権
が

設
定
さ
れ
た
旨
の
登
記
を
し
た
場
合
に
限
り
、
適
用
す
る
。

❖
【
共
同
担
保
の
登
記
】
不
登
八
三
②
、【
共
同
担
保
の
登
記
が
な
い

場
合
】
法
三
九
八
の
一
八

【本冊】
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7
7
7　
商
業
登
記
関
係
先
例

　
64
条
第
３
項
に
よ
り
準
用
す
る
会
社
法
第
９
１ 

７
条
）................................................................

７
７
１

２
　
職
務
代
行
者
を
選
任
し
た
場
合
（
保
険
業
法 

第
64
条
第
３
項
に
よ
り
準
用
す
る
会
社
法
第
９ 

１
７
条
）............................................................

７
７
１

〔
注
〕
仮
処
分
決
定
中
、
誰
の
代
行
者
か
を
特 

定
し
て
い
な
い
場
合...................................

７
７
１

３
　
職
務
執
行
停
止
の
仮
処
分
を
取
り
消
し
た
場 

合
（
保
険
業
法
第
64
条
第
３
項
に
よ
り
準
用
す 

る
会
社
法
第
９
１
７
条
）.....................................

７
７
２

４
　
職
務
代
行
者
選
任
の
仮
処
分
を
取
り
消
し
た 

場
合
（
保
険
業
法
第
64
条
第
３
項
に
よ
り
準
用 

す
る
会
社
法
第
９
１
７
条
）.................................

７
７
２

５
　
職
務
執
行
を
停
止
さ
れ
て
い
る
役
員
を
解
任 

す
る
判
決
が
確
定
し
た
場
合
（
保
険
業
法
第
53 

条
の
37
に
よ
り
準
用
す
る
会
社
法
第
９
３
７
条 

第
１
項
）............................................................
７
７
３

第
５
　
解
散
に
関
す
る
登
記.......................................

７
７
４

　
監
査
等
委
員
会
設
置
会
社
が
解
散
し
た
場
合....

７
７
４

第
６
　
経
過
措
置.......................................................

７
７
６

１
　
会
社
に
対
す
る
責
任
の
制
限
の
登
記................

７
７
６

⑴
　
施
行
前
の
登
記...........................................

７
７
６

⑵
　
施
行
後
の
登
記...........................................

７
７
６

２
　
指
名
委
員
会
等
設
置
会
社
に
関
す
る
登
記........

７
７
７

⑴
　
委
員
会
設
置
会
社
と
し
て
設
立
さ
れ
た
会 

社
に
つ
い
て
の
職
権
登
記...............................

７
７
７

⑵
　
設
立
後
に
委
員
会
設
置
会
社
と
な
っ
た
会 

社
に
つ
い
て
の
職
権
登
記...............................

７
７
７

３
　
改
正
後
の
社
外
取
締
役
の
要
件
を
満
た
さ
な 

い
こ
と
と
な
っ
た
取
締
役
に
つ
い
て
す
る
登
記 

（
社
外
監
査
役
の
場
合
も
同
様
）..........................

７
７
８

第
３
節
　
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
の
登
記....

７
７
９

第
１
　
一
般
社
団
法
人
の
登
記...................................

７
７
９

１
　
非
業
務
執
行
理
事
等
の
法
人
に
対
す
る
責
任 

の
限
度
に
関
す
る
登
記.......................................

７
７
９

⑴
　
非
業
務
執
行
理
事
等
の
法
人
に
対
す
る
責 

任
の
限
度
の
規
定
を
設
定
し
た
場
合................

７
７
９

⑵
　
非
業
務
執
行
理
事
等
の
法
人
に
対
す
る
責 

任
の
限
度
の
規
定
を
廃
止
し
た
場
合................

７
７
９

２
　
外
部
役
員
等
の
法
人
に
対
す
る
責
任
の
限
度 

に
関
す
る
登
記
の
経
過
措
置...............................

７
８
０

⑴
　
施
行
前
の
登
記...........................................

７
８
０

⑵
　
施
行
後
の
登
記...........................................

７
８
０

第
２
　
一
般
財
団
法
人
の
登
記...................................

７
８
１

１
　
非
業
務
執
行
理
事
等
の
法
人
に
対
す
る
責
任 

の
限
度
に
関
す
る
登
記.......................................

７
８
１

⑴
　
非
業
務
執
行
理
事
等
の
法
人
に
対
す
る
責 

任
の
限
度
の
規
定
を
設
定
し
た
場
合................

７
８
１

⑵
　
非
業
務
執
行
理
事
等
の
法
人
に
対
す
る
責 

任
の
限
度
の
規
定
を
廃
止
し
た
場
合................

７
８
１

２
　
外
部
役
員
等
の
法
人
に
対
す
る
責
任
の
限
度 

に
関
す
る
登
記
の
経
過
措
置...............................

７
８
２

⑴
　
施
行
前
の
登
記...........................................

７
８
２

⑵
　
施
行
後
の
登
記...........................................

７
８
２

※ 731 頁下段の記載を 782 頁下段に移動
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▪
商
業
登
記
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
の
施
行
に
伴

う
商
業
・
法
人
登
記
事
務
の
取
扱
い
に
つ
い
て
（
通
達
）

　平
成
二
七
・
二
・
二
〇
民
商
第
一
八
号
通
達

　商
業
登
記
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
平
成
二
七
年
法

務
省
令
第
五
号
。
以
下
「
改
正
省
令
」
と
い
う
。）
が
本
年
二
月
三

日
に
公
布
さ
れ
、
同
月
二
七
日
か
ら
施
行
さ
れ 

る
こ
と
と
な
り

ま
し
た
が
、
こ
れ
に
伴
う
商
業
・
法
人
登
記
事
務
の
取
扱
い
に
つ

い
て
は
、
下
記
の
点
に
留
意
す
る
よ
う
、
貴
管
下
登
記
官
に
周
知

方
取
り
計
ら
い
願
い
ま
す
。

　な
お
、
本
通
達
中
、「
規
則
」と
あ
る
の
は
、
改
正
後
の
商
業
登

記
規
則
（
昭
和
三
九
年
法
務
省
令
第
二
三
号
）
を
い
い
、
引
用
す

る
条
文
は
、
全
て
改
正
後
の
も
の
で
す
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　記

第
一

　本
通
達
の
趣
旨

　本
通
達
は
、
改
正
省
令
の
施
行
に
伴
い
、
株
式
会
社
の
役
員

に
関
す
る
登
記
の
申
請
書
の
添
付
書
面
に
関
す
る
改
正
（
規
則

第
六
一
条
第
五
項
、
第
六
項
及
び
第
一
〇
三
条
第
三
項
）
及
び

こ
れ
ら
の
規
定
の
準
用
に
よ
る
法
人
登
記
に
つ
い
て
の
改
正

（
後
記
第
二
）、
会
社
の
役
員
等
又
は
社
員
等
の
氏
の
記
録
に

関
す
る
改
正
（
規
則
第
八
一
条
の
二
、
第
八
八
条
の
二
等
）
及

び
規
則
第
八
一
条
の
二
の
規
定
の
準
用
に
よ
る
法
人
登
記
等
に

つ
い
て
の
改
正
（
後
記
第
三
）
並
び
に
経
過
措
置
（
後
記
第

四
）
に
つ
い
て
、
事
務
処
理
上
の
留
意
事
項
を
明
ら
か
に
し
た

も
の
で
あ
る
。

第
二

　役
員
に
関
す
る
登
記
の
申
請
書
の
添
付
書
面
に
関
す
る
改

正一

　株
式
会
社
の
登
記
に
お
け
る
改
正

⑴

　取
締
役
、
監
査
役
又
は
執
行
役
の
就
任
を
承
諾
し
た
こ

と
を
証
す
る
書
面
に
関
す
る
改
正
（
規
則
第
六
一
条
第
五

項
及
び
第
一
〇
三
条
第
三
項
関
係
）

ア

　改
正
の
内
容

　株
式
会
社
の
設
立
の
登
記
又
は
取
締
役
、
監
査
役
若

7
7
7　
商
業
登
記
関
係
先
例

2　外部役員等の法人に対する責任の限度に関する登記の経過措置

⑴　施行前の登記

外部役員等の法人
に対する責任の限
度に関する規定

　当法人は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第198条におい
て準用する第115条の規定により、外部理事との間に、同法第111条の行為
による賠償責任を限定する契約を締結することができる。ただし、当該契
約に基づく賠償責任の限度額は、何万円以上であらかじめ定めた金額又は
法令が規定する額のいずれか高い額とする。

平成22年 4 月15日設定　　平成22年 4 月22日登記

⑵　施行後の登記

非業務執行理事等
の法人に対する責
任の限度に関する
規定

　当法人は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第198条におい
て準用する第115条の規定により、外部理事との間に、同法第111条の行為
による賠償責任を限定する契約を締結することができる。ただし、当該契
約に基づく賠償責任の限度額は、何万円以上であらかじめ定めた金額又は
法令が規定する額のいずれか高い額とする。

平成22年 4 月15日設定　　平成22年 4 月22日登記

【別冊Ⅰ】
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